
新潟市在宅医療・介護連携推進事業　令和５年度業務計画書（案）

センター ステーション 市

1 ○

2 〇

3 〇

4 ○

5 ○

6 9回 ○

7 ○

8 ○

9 ○

10 ○

11 〇

12 4回 〇

13 〇 ○

14 ○

15 4回 〇

16 年1回
（×11ST）

〇

17 1回 〇

18 1回 〇

19 1回 〇

20 〇

21 ○ ○

22 〇

23 1回 ○

24 年3～5回
（×11ST）

○

実施基準
回数

実施主体

（イ）

（ウ）

在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築の
推進

在宅医療・介護連携推進協議会

ステーション業務の統括・調整、業務マニュアル更新管理

事　業　項　目 令和4年度

関係機関との連携調整・連携のしくみづくり

センター・ステーション会議

Ｐ
　
　
Ｃ
　
　
Ａ

現状分析・課題抽出・
施策立案（計画）

対応策の評価の実施、
改善の実施

随時地域包括支援センターとの連携・支援

地域ケア会議など関係会議等への参加・情報提供

医療・介護関係者の相談支援（相談機能の見える化）

Ｄ 対応策の実施

（ア） 在宅医療・介護連携に関する相談支援

（イ） 地域住民への普及啓発

医療と介護の出前スクール

働く人のための医療・介護セミナー（勤労世代に届く情報発信）

在宅医療・介護に関する普及啓発冊子の作成・配布

（ア） 地域の医療・介護の資源の把握
医療資源情報（マップ）管理

地域医療提供体制に関する実態・意識調査

在宅医療・介護連携センターホームページ運営

入退院支援連携のあり方検討会（仮）
（ウ） 医療・介護関係者の情報の共有支援、知識の習得等の

ための研修などの実情に応じた医療・介護関係者の支援

地域医療連携強化事業

新潟市医療と介護の連携ハンドブック普及・促進

・「にいがた救急連携シート」のモデル運用
・意思決定支援研修会

在宅医療ネットワーク情報交換会

ご当地連携研修会

地域看護連携強化事業地域別研修

CanCanミーティング

三職能合同研修（県看護協会共催）

病院看護管理者研修

医療と介護の市民講座
年6～8回
（×11ST）
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WG
名

メンバー
★リーダー

事業名 事業概要
事業実施の背景

および課題
事業目的 事業内容

①
相談支援報告集の
発行

相談内容をまと
め、考察した報告
集を作成し関係機
関に周知

・医療機関に配置されている連携ステーション相
談機能が有効に活用される
・介護関係事業所から医療機関である連携ステー
ションに相談しやすくなる
・地域の支援チームに医療介入の必要性に気づ
いてもらい、介入のきっかけとなる

・個人情報に留意し相談内容をカテゴ
リー化する等表現方法を検討する
・地域包括支援センターとの違いが分
かるよう工夫する
・ホームページ掲載、SWANネットでの
配信、関係機関へメールにて周知

②
相談事例Webマガ
ジンの配信

上記報告集の相
談事例の一部を
Webマガジンとして
３か月に1回程度
配信

・関係機関が目に触れるような機会を増やす
・各区での相談事例を市全体の課題として取り組
むきっかけとする
・地域の支援チームに医療介入の必要性に気づ
いてもらい、介入のきっかけとなる

・各区で相談のあった、医療介入が必
要だった事例を関係機関に配信
・ホームページ掲載、SWANネットでの
配信、関係機関へメールにて周知

③
相談支援マニュア
ルの作成

相談支援マニュア
ルを作成し連携ス
テーションで共有
する

【アンケート結果_参考資料2_参照】
・個別支援について介入の期待があ
る。どこまで介入が必要なのか、本
当の課題を見極め、対応をしていく
ことが必要。

・連携ステーションの対応の差をなくし、一定の質
を担保した相談支援が提供できる
・担当者の変更があった際もスムーズに相談支援
業務に取り組むことができる

・ワーキンググループで作成
・新任者が参考にできるよう一事例を展
開していくような対応例も記載

啓
発
強
化

★
中
央
第
二
・
江
南
・
西
蒲

勤労世代への啓発
強化（認知症・ACP）

認知症・ACP及び
在宅医療につい
て、より幅広い年
代に、特に勤労世
代（40～50歳代）に
焦点を当てた事業
展開を行っていく

・市民講座の参加者は高齢者が多
い。申込団体、年齢層が固定化して
いる。
・勤労世代は仕事、子育て等社会的
役割が多い一方、医療・介護を自分
事ととして関わる機会も少ない。いざ
直面した時に困らないよう、知識を
得ておく必要がある。
・とっつきやすいテーマから徐々に
「認知症」「ACP」につなげていけると
よい。

勤労世代が医療・介護に関して生活基盤を揺るが
し兼ねない状況に陥らないよう、事業を通じて医
療・介護・福祉との距離を縮めて身近に感じてもら
い、事前の心構えや知識の備えにつなげる

①ミニセミナー
・商工会議所、青年会議所、企業団体
等にアプローチし、所属企業などを対象
にセミナーを開催。
・研修内容のパッケージ化。３０分程度
の内容で企業がいくつかの中からテー
マを選択できるようにする（セミナー内
容例　認知症の基礎編・対応編・予備
編、介護保険編、ACP編）。
②メディア活用
・TV、ラジオなどのメディアにて、認知
症・ACPに関連した取組み等を周知す
る
③SNS活用
④動画作成、活用

２．勤労世代に届く情報発信

・市で実施可能な各
種広報媒体（報道機
関棚入れ・LINE等）
による事業周知

・連携センター／ス
テーションが実施可
能な手段を検討

・各種事業の動画配
信の検討

多
職
種
連
携

★
東
第
二
・
中
央
・

秋
葉
・
西

病院における感染
予防と多職種連携
に関する実態調査

病院の面会状況
やカンファレンスの
実施状況等感染
禍での入退院支援
の取組みを調査し
関係者に周知する

【アンケート 結果_参考資料3_参照】
新型コロナウイルス感染症対策とし
て、各病院が自院の方針に沿って、
面会制限や地域との連携について
制限を設けている。それに対して地
域のケアマネジャー等が担当部署
が分からない、連携がとりづらい等
の課題が見えてきた。

可視化することでケアマネジャー等多職種のス
ムーズな連携と相互理解を図る

・病院へのアンケート調査
・連携センターのホームページに掲載

３．入退院支援の連携強化・
促進

・感染状況に応じた
病院調査

・入退院支援のあり
方検討会

令和4年度 在宅医療・介護連携ステーションワーキンググループ結果報告・今後の取組み方針

★
西
第
二
・
北
・
東
・
南

・相談機能について
事例を用いてわかり
やすく周知できる媒
体の作成

・関係機関への定期
的な周知

相
談
支
援
機
能

【アンケート結果_参考資料2_参照】
・地域包括支援センター、居宅介護
支援事業所の91.5％が相談支援機
能を認知していた
・相談をしたことがない理由は「何を
相談したらよいか分からない」38.2％
と多かった

ワーキンググループからの事業提案

今後の取組方針

１．相談機能の見える化

今後の取組み
（案）
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【病院における感染予防と多職種連携に関するアンケート】
基準日：令和４年７月１日現在

対象：42病院 回収：39病院 回収率：92.9%

1．家族の面会について

施設数 ％

禁止している 4 11%

制限なく可能としている 0 0%

条件付きで可能としている 34 89%

終末期 27 79%

面会時間 11 32%

居住地 4 12%

ワクチン接種の有無 3 9%

PCR検査陰性 2 6%

その他 18 53%

2．ケアマネジャーの面会について

施設数 ％

12 32%

制限なく可能としている 2 5%

条件付きで可能としている 24 63%

終末期 14 58%

面会時間 14 58%

ワクチン接種の有無 2 8%

その他 16 67%

3．リモート面会について

施設数 ％

実施していない 8 21%

実施している 31 79%

Zoom 12 39%

Skype 5 16%

LINE 9 29%

その他 10 32%

可能 16 52%

不可能 14 45%

その他 1 3%

4．院外関係者とのカンファレンスについて

施設数 ％

実施していない 5 13%

対面で実施している 33 85%

参加人数の制限 24 73%

ワクチン接種の有無 3 9%

その他 17 52%

オンラインで実施している 19 49%

Zoom 18 95%

Googl Meet 1 5%

その他 3 16%

施設数 ％

16 42%

22 58%

条
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ル
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５．家屋調査等院外のアウトリーチ実施について
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ケアマネジャー等の外部との連携で困っていること 退院支援で工夫していること
A ・出来る限り連絡は密にしている。

B

・患者本人と家族とが直接対面できず方針についてなど話し合

いや相談ができない

・患者のご家族や関係職種の方々が様子を動画等で視聴して確

認してもらえるようにしているが、患者さんの状態について理

解が十分得られないことも多く、相談が進まないことがある

・関係職種や家族など対面可能なメンバーでできる限り対面で

相談や話し合いをしたり、密に連絡をとるように心がけてい

る。

C
・今後、看護要約をカンフアレンス前に配布し、質問等を事前

に受けるように準備している。

D

・ケアマネジャーさんへオンラインの対応を提案するとオンラ

インの環境が整っていない、または操作に不慣れで対応出来な

い場合がある。

・担当者会議が出来ないため（8/3現在）、事前の情報（退

院・リハサマリー）をＦＡＸで共有している。ケアマネジャー

さんが臨機応変に対応してくださり助かっている。

E
患者本人との面会が不可の為、状態確認前に情報シートを作成

し事前にお渡ししている。

F

病院の機能として、退院時共同指導を実施しなくてはならず、

なかなか参集できず困っている。オンラインでの開催も可能で

すが、なかなか実施につながりません。

リハビリの様子を見に来ていただく機会を設けて、密にならな

い場所でカンファレンスをする機会は作っている。

G

・家族やケアマネジャー等の面会制限により、ケアマネジャー

等に患者の状態が伝わりにくい。

・カンファレンス開催にあたり、参加人数に応じた感染予防に

配慮した院内の部屋の確保に難渋することがある。

・MSW担当がついていない患者の問い合わせを受けることも

多いため、当院作成の「FAX問い合わせ票」を活用したFAX問

い合わせを受け付け、効率的な対応を意識している。

・入院時情報提供書や看護サマリを当院宛にFAXする際に添え

る「FAX送信票」を作成。「FAX送信票」には当院からの返信

欄を設け、提供された情報を受信した後の処理内容を返信する

ようにしている。

H
本人の状態を知って頂くため、リハビリ部がipadで動画を撮影

し、情報提供を行う等工夫している。

I

・短時間面会をお願いしても⾧時間となる場合がある。

・来院は「各事業所1名」と事前に伝えていても複数人で来院

される場合がある。

・事前に患者情報を書面に纏めて情報提供することで、面会時

間の短縮化を図っている。

・適宜電話にて現状報告するようにし、急な退院調整とならな

いよう配慮している。

J
本人と直接やりとりができないことで、MSWが代わりに行う

ことの限界がある

K

病棟看護師含め、電話での情報共有など密に連絡を取るように

取り組んでいる。

ご本人の状況を把握していただくため、動画やオンラインを積

極的に活用して情報提供に努めている。

L 家族の面会を基本禁止しており、会えずに調整が遅れている。
M 看護サマリーの充実

N

患者の状態確認ができないため、患者情報が伝わらないことも

ある。感染対策しながら必要時ケアマネージャーに来院しても

らうこともある。

O
対面のカンファレンスができず、患者さんの状態を伝えづら

い。

P
退院前カンファレンスの参加人数の制限があり、在宅のスタッ

フに円滑な情報共有が図りにくい

Q

対応時間を設定し、ご家族及びケアマネージャーにリハビリ見

学を行っている。時間が合わない場合はリハビリ時の様子を動

画におさめ、確認していただいている。


